
埼玉西部環境保全組合個人情報の保護に関する法律施行細則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下

「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（開示請求書等） 

第２条 法第７７条第１項に規定する開示請求は、様式第１号の開示請求書によるも

のとする。 

２ 個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号。以下「令」と

いう。）第２２条第３項に規定する委任状は、様式第２号の委任状によるものとす

る。 

（開示決定等通知書） 

第３条 法第８２条第１項に規定する決定は、様式第３号の開示決定通知書によるも

のとする。 

２ 法第８２条第２項に規定する決定は、様式第４号の開示をしない旨の決定通知書

によるものとする。 

（開示決定等期限延長通知書） 

第４条 法第８３条第２項に規定する通知は、様式第５号の開示決定等期限延長通知

書によるものとする。 

（開示決定等期限特例延長通知書） 

第５条 法第８４条に規定する通知は、様式第６号の開示決定等期限特例延長通知書

によるものとする。 

（開示請求事案移送書等） 

第６条 管理者は、法第８５条第１項の規定により事案を移送する場合は、様式第７

号の開示請求事案移送書に必要な資料を添付して行うものとする。 

２ 法第８５条第１項に規定する通知は、様式第８号の開示請求事案移送通知書によ

るものとする。 

（第三者意見照会書等） 

第７条 法第８６条第１項の規定により通知を行う場合は、様式第９号の第三者意見



照会書を用いて行うものとする。 

２ 法第８６条第２項に規定する通知は、様式第１０号の第三者意見照会書によるも

のとする。 

３ 法第８６条第１項又は第２項に規定する意見書は、様式第１１号の第三者開示決

定等意見書によるものとする。 

４ 法第８６条第３項に規定する通知は、様式第１２号の開示決定通知を行った旨の

通知書によるものとする。 

（開示の実施方法等申出書） 

第８条 法第８７条第３項の規定により申出を行う場合は、様式第１３号の開示の実

施方法等申出書を用いて行うものとする。 

（訂正請求書等） 

第９条 法第９１条第１項に規定する訂正請求は、様式第１４号の訂正請求書による

ものとする。 

２ 令第２９条の規定により準用する令第２２条第３項に規定する委任状は、様式第

１５号の委任状によるものとする。 

（訂正決定等通知書） 

第１０条 法第９３条第１項に規定する決定は、様式第１６号の訂正決定通知書によ

るものとする。 

２ 法第９３条第２項に規定する決定は、様式第１７号の訂正をしない旨の決定通知

書によるものとする。 

（訂正決定等期限延長通知書） 

第１１条 法第９４条第２項に規定する通知は、様式第１８号の訂正決定等期限延長

通知書によるものとする。 

（訂正決定等期限特例延長通知書） 

第１２条 法第９５条に規定する通知は、様式第１９号の訂正決定等期限特例延長通

知書によるものとする。 

（訂正請求事案移送書等） 

第１３条 管理者は、法第９６条第１項の規定により事案を移送する場合は、様式第



２０号の訂正請求事案移送書に必要な資料を添付して行うものとする。 

２ 法第９６条第１項に規定する通知は、様式第２１号の訂正請求事案移送通知書に

よるものとする。 

（訂正決定通知書） 

第１４条 法第９７条に規定する通知は、様式第２２号の訂正決定通知書によるもの

とする。 

（利用停止請求書等） 

第１５条 法第９９条第１項に規定する利用停止請求は、様式第２３号の利用停止請

求書によるものとする。 

２ 令第２９条の規定により準用する令第２２条第３項に規定する委任状は、様式第

２４号の委任状によるものとする。 

（利用停止決定等通知書） 

第１６条 法第１０１条第１項に規定する決定は、様式第２５号の利用停止決定通知

書によるものとする。 

２ 法第１０１条第２項に規定する決定は、様式第２６号の利用停止をしない旨の決

定通知書によるものとする。 

（利用停止決定等期限延長通知書） 

第１７条 法第１０２条第２項に規定する通知は、様式第２７号の利用停止決定等期

限延長通知書によるものとする。 

（利用停止決定等期限特例延長通知書） 

第１８条 法第１０３条に規定する通知は、様式第２８号の利用停止決定等期限特例

延長通知書によるものとする。 

（委任） 

第１９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。 

附 則 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 埼玉西部環境保全組合個人情報保護条例施行規則（平成３１年規則第３号）は、

廃止する。 



附 則（令和６年１１月２９日規則第２号） 

この規則は、令和６年１２月２日から施行する。 


